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浸水被害の解消浸水被害の解消 （降雨確率（降雨確率1/101/10規模を含むこれ以下の洪水に規模を含むこれ以下の洪水に

対する浸水被害の解消。）対する浸水被害の解消。）

◆◆ 浸水面積浸水面積 451ha451ha

◆◆ 浸水世帯数浸水世帯数 9797世帯世帯

総便益（総便益（BB）７７）７７ 億円億円

事業完了後、事業完了後、5050年間にわたって治水効果を発揮するものとして、年間にわたって治水効果を発揮するものとして、

その期間の被害軽減額を算出。その期間の被害軽減額を算出。

⇒⇒ 総便益は将来の経済効果を含めると、総便益は将来の経済効果を含めると、 ２１５億円となる。２１５億円となる。
これをこれを※※現在の価値に換算すると、７７現在の価値に換算すると、７７億円億円と算出される。と算出される。

※※ 現在価値とは現在価値とは 将来の価値を現在の価値に置き換えたもの将来の価値を現在の価値に置き換えたもの

総便益の算定総便益の算定

浸水被害が解消する。浸水被害が解消する。

16

②② 事業の投資効果（全体事業）事業の投資効果（全体事業） 総便益（総便益（BB）の算定）の算定

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）

これまでの建設費と今後の建設費４０億円これまでの建設費と今後の建設費４０億円

（現在の価値（現在の価値 ３５３５億円億円））

総費用（総費用（CC）３９）３９ 億円億円

事業実施中及び事業完了後事業実施中及び事業完了後5050年間にわたる年間にわたる

維持管理費維持管理費 １２億円１２億円

（現在の価値（現在の価値 ４４億円億円））

事業に要する総費用は現在の価値で事業に要する総費用は現在の価値で ３９億円３９億円

＋

（＝３５億円＋４億円）

17

②② 事業の投資効果（全体事業）事業の投資効果（全体事業） 総便益（総便益（CC）の算定）の算定

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）
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18

※費用対効果（総便益Ｂ/総費用Ｃ）※投資した費用に対して得られた効果

７７億円÷３９億円=２．０ ＞ 1

総便益
２１５億円

総費用の算定(C)

総費用
５２億円

現在価値化

３９億円
現在価値化

７７億円

総便益の算定(B)

②② 事業の投資効果（全体事業）事業の投資効果（全体事業） 費用対効果の検討結果費用対効果の検討結果

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）

事業実施前事業実施前
真亀川浸水想定区域（降雨確率W=1/10規模）

浸
水
被
害
の
解
消

浸
水
被
害
の
解
消

19

河川改修河川改修

①① 想定浸水区域想定浸水区域 １８６１８６haha

②② 想定浸水区域内世帯想定浸水区域内世帯 ２１世帯２１世帯

③③ 想定浸水区域内人口想定浸水区域内人口 ７６人７６人

東
金
市
街
地
の
内
水
被
害
解
消

東
金
市
街
地
の
内
水
被
害
解
消

②② 事業の投資効果（残事業）事業の投資効果（残事業） 事業の投資効果検討方法事業の投資効果検討方法

４．４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）事業の必要性に関する視点（洪水対策）

基準年：平成２４年度基準年：平成２４年度

事業対象範囲

L=2.5km
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浸水被害の解消浸水被害の解消 （降雨確率（降雨確率1/101/10規模を含むこれ以下の洪水に規模を含むこれ以下の洪水に

対する浸水被害の解消。）対する浸水被害の解消。）

◆◆ 浸水面積浸水面積 １８６１８６haha

◆◆ 浸水世帯数浸水世帯数 ２１世帯２１世帯

総便益（総便益（BB）４３億円）４３億円

事業完了後、事業完了後、5050年間にわたって治水効果を発揮するものとして、年間にわたって治水効果を発揮するものとして、

その期間の被害軽減額を算出。その期間の被害軽減額を算出。

⇒⇒ 総便益は将来の経済効果を含めると、総便益は将来の経済効果を含めると、 １４２億円となる。１４２億円となる。
これをこれを※※現在の価値に換算すると、４３現在の価値に換算すると、４３億円億円と算出される。と算出される。

※※ 現在価値とは現在価値とは 将来の価値を現在の価値に置き換えたもの将来の価値を現在の価値に置き換えたもの

総便益の算定総便益の算定

浸水被害が解消する。浸水被害が解消する。

20

②② 残事業の投資効果（残事業）残事業の投資効果（残事業） 総便益（総便益（BB）の算定）の算定

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）

これまでの建設費と今後の建設費これまでの建設費と今後の建設費2929億円億円

（現在の価値（現在の価値 2222億円億円））

総費用（総費用（CC））2424億円億円

事業実施中及び事業完了後事業実施中及び事業完了後5050年間にわたる年間にわたる

維持管理費維持管理費 88億円億円

（現在の価値（現在の価値 22億円億円））

事業に要する総費用は現在の価値で事業に要する総費用は現在の価値で 2424億円億円

＋

21

②② 残事業の投資効果（残事業）残事業の投資効果（残事業） 総便益（総便益（CC）の算定）の算定

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）

（＝２２億円＋２億円）
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22

※費用対効果（総便益Ｂ/総費用Ｃ）※投資した費用に対して得られた効果

４３億円÷２４億円=１．８ ＞１．０

総便益
142億円

総費用の算定(C)

総費用
37億円

現在価値化

24億円
現在価値化

43億円

総便益の算定(B)

②② 残事業の投資効果（残事業）残事業の投資効果（残事業） 費用対効果の検討結果費用対効果の検討結果

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）

23

真亀川

新規要望区間
(津波対策)
Ｌ＝1.4km

東金ダム

中橋

広域河川改修一般
(S60～H23)
Ｌ＝2.6km
整備済み

東金市街地

龍宮橋

不動堂観測所
仲蔵橋

黒潮橋

つつみ橋

境橋

幸田橋

広瀬橋

真亀堰

富士見橋

総合流域防災事業
(H24～H38)
Ｌ＝2.5km

整備計画 事業進捗率

・整備済区間：100％

（延長L＝８．３km）

・残事業区間 ： ０％

(延長L=２.５km）

全体では７７％完成（改修延長比）

４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）４．事業の必要性に関する視点（洪水対策）
③事業の進捗状況③事業の進捗状況


